平成30年度補正予算事業承継補助金の概要

【後継者承継支援型（①経営者交代タイプ）】（２次公募）
１　事業概要
　　事業承継をきっかけとして、経営革新・事業転換に挑戦する中小・小規模事業者に対し、国の補助金が交付されるもの。
２　補助対象
　　2016年4月1日から2019年12月31日までに事業承継（代表者が交代）を行った者又は行う予定の者。
また、承継者は次のいずれかに該当すること。
1  経営経験がある
2  同業種に関する知識がある
3  創業・承継に関する研修等を受講したもの
　　
３　補助上限（補助率①、②ともに各２/３まで）
　　①　経営革新を行う場合…200万円
②　事業所の廃止や既存事業の廃止及び集約を伴う場合…300万円加算
４　公募期間
2019年4月12日から2019年5月31日
５　事業期間
　　交付決定日～2019年12月31日
６　その他
1 本事業では業種転換が必要ありません。
2 経営革新については、県承認の有無は問われません。

3 経営力向上計画は本事業に加点されます。
4 応募には認定支援機関が作成する①新商品の開発又は生産②新役務の開発又は提供③商品の新たな生産又は販売の方式の導入④役務の新たな提供の方式の導入⑤その他の新たな事業活動による販路拡大や新市場開拓、生産性向上等、事業の活性化につながる取組、事業転換による新分野への進出等の実行支援を確認した「確認書」が必要となる。
【事業再編・事業統合支援型（②Ｍ＆Ａタイプ）】
１　事業概要
　　事業再編・事業統合をきっかけとして、経営革新・事業転換に挑戦する中小・小規模事業者に対し、国の補助金が交付されるもの。
２　補助対象
　　2016年4月4日から2019年12月31日までに事業承継（代表者が交代）を行った者又は行う予定の者。
また、承継者が現在経営を行っていない、又は、事業を営んでいない場合、次のいずれかに該当すること。

1 
 経営経験がある

　②
 同業種に関する知識がある

2 
 創業・承継に関する研修等を受講したもの
３　補助上限（補助率①、②ともに各2/3まで）
　　①　経営革新を行う場合…600万円
②　事業所の廃止や既存事業の廃止及び集約を伴う場合…600万円加算
４　公募期間
2019年4月12日から5月31日
５　事業期間
　　交付決定日～2019年12月31日
別紙








